
一般社団法人日本私立看護系大学協会事業活動会計取扱い規程 

 

（目的） 

第１条 一般社団法人日本私立看護系大学協会（以下「本法人」という。）定款第４条

に規定する事業活動に基づく事業活動会計の施行上必要な事項について、この規程を

定めるものとする。 

（予算） 

第２条 当該事業担当理事は、経理責任者と連絡及び調整を図り、「事業活動計画書」

（様式１）及び「事業活動予算案」（様式２）を理事会に提出し承認を得なければな

らない。 

（経費） 

第３条 事業活動にかかる会計は本法人経理規程に準じて本法人事務局が行う。 

２ 事業活動予算は、以下のものからなる。 

（１）会議費：会議に関連して、茶菓、弁当その他これらに類する飲食物を供与するた

めに要する費用（単価は別表１に定めるものとする。） 

（２）旅費交通費：業務遂行に要する旅費や交通費 

（３）通信運搬費：郵便料、振込手数料等の支払いに要する費用 

（４）印刷費：印刷代等の費用 

（５）消耗品費：文具等の 20 万円以下の消耗品等を購入するために要する費用 

（６）支払報酬費：講演謝金等の報酬の支払いに要する費用 

（７）業務委託費：外部の業者へ業務委託した場合に要する費用 

（８）賃借料：賃借により支払う費用 

（９）研究助成費:研究助成金 

３ 謝金は本法人の事業実施のために協力を依頼した個人又は団体若しくは機関等に

対して別表２のとおり支出することができる。ただし、別表２により難い場合には、

依頼分野における個人の経歴や実績等を考慮し理事会の承認を得て額を定める。 

（報告） 

第４条 当該事業担当理事は、経理責任者と連絡及び調整を図り、「事業活動報告書」

（様式３）及び「事業活動会計内訳」（様式４）を理事会に提出しなければならない。

なお、中期活動及び中期会計内訳について報告しなければならない。 

（決算） 

第５条 当該事業担当理事は、経理責任者と連絡及び調整を図り、「事業活動会計内訳」

を「事業活動報告書」と共に理事会に提出し、決算について承認を得なければならな

い。 

（改廃）  

第６条 この規程の改廃は、理事会の議を経て行う。 

 

附 則  

  この規程は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則  

  この規程は、2022年4月1日から施行する。 

 

 

（別表１） 

弁当代 2,000 円（税別） 

茶菓子代 500 円（税別） 

 

 

（別表２） 

特別講演（総会、周年事業等）会員校本務教職員

以外※ 

100,000 円～300,000 円 

特別講演（総会、周年事業等）会員校本務教職員 70,000～100,000 円 

一般講演（研修事業等）会員校本務教職員以外 100,000 円～300,000 円 

一般講演（研修事業等）会員校本務教職員 30,000～50,000 円 

事例紹介 30,000 円 

ファシリテーター、座長など 5,000 円 

集計（事務補佐）・会場整備等軽微な労務謝金  時給 1,000 円～1,400 円 

審査料（研究助成選考委員等） 20,000 円～ 

 ※本務教職員とは専任教職員及び週 5 日以上出勤する有期雇用の教職員 
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（様式１） 

○○○○年度 事業活動計画書

○○○○年〇月〇日

１．委員会名 

２．趣旨 

３．担当理事および委員（〇：委員長） 

４．○○○○年度事業活動計画 

５．今後の展望（○○○○年度 ～ ○○○○年度） 
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（様式２）

委員会名：

予算合計：

○○費

科目 適用 金額

小計

○○費

科目 適用 金額

小計

○○費

科目 適用 金額

小計

○○費

科目 適用 金額

小計

○○費

科目 適用 金額

小計

総計

○○○○年度事業活動予算
○○○○年〇月〇日　作成
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（様式３） 

○○○○年度事業活動報告書

○○○○年〇月〇日

１．委員会名 

２．趣旨 

３．担当理事および委員（〇：委員長） 

４．○○○○年度事業活動報告 

５．今後の課題 
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（様式４）

委員会名：

予算合計：

執行額合計：

執行率：

○○費

科目 用途 予算額 執行額 残高

小計

○○費

科目 用途 予算額 執行額 残高

小計

○○費

科目 用途 予算額 執行額 残高

小計

○○費

科目 用途 予算額 執行額 残高

小計

○○費

科目 用途 予算額 執行額 残高

小計

総計

○○○○年度事業活動会計内訳
○○○○年〇月〇日　作成
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